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These days the Internet is available to everyone online, and we can get various 
materials via websites. Some of them are protected by the Copyright Act, and if so, they 
are not for unrestricted uses. On the other hand educators actively use Information 
Technology. Educators are able to utilize copyrighted materials fairly freely in 
classroom contexts when they do not use IT, but such is not the case when they use IT, 
because of the Act. In this paper, I will discuss how to utilize copyrighted materials in 
education which makes use of IT without any infringement or abuse of the Copyright 
Act. 
 
 
１．はじめに 
 
インターネットが普及して誰もが利用できるようになっている現在、さまざまな著作物
を簡単に入手することができる。教育現場においても、教員が授業の資料作成のために情
報収集を行ったり、学生がレポート作成のために情報収集を行ったりなど、ホームページ
検索をすることにより、以前とは比較できないほど簡単に他人の著作物を入手することが
できるようになった。 
他人の著作物は一部の例外は認められているが原則として無断利用できない。しかし、
現状を考えてみると、例外の範囲を超えての無断利用がとても目立つと言わざるをえない。
本論文では、これらの現状を踏まえた上で、ITを活用する場合の教育現場における現行の
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著作権法のもとでの著作物の扱いについて考察する。 
 
 
２．著作権とは 
 
誰かが何かを作る。そこで作られたものは「著作物」となる。その「著作物」に関する
権利が「著作権
1 
  」である。 
著作権法
2 
   第 1条、第 2条によれば、 
 
（目的）  
第一条  この法律は、著作物並びに実演、レコード、放送及び有線放送
に関し著作者の権利及びこれに隣接する権利を定め、これらの文化的
所産の公正な利用に留意しつつ、著作者等の権利の保護を図り、もつ
て文化の発展に寄与することを目的とする。  
（著作権法 第 1条） 
 
（定義）  
第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号
に定めるところによる。  
一  著作物 思想又は感情を創作的に表現したものであつて、文芸、
学術、美術又は音楽の範囲に属するものをいう。  
二  著作者 著作物を創作する者をいう。 
   （以下略） 
（著作権法 第 2条） 
 
となっており、「著作物」とは創作的に表現されたもので、「著作権」とは著作物ならびに
著作者の権利を定めたものである。また、文化の発展に寄与することを目的としているこ
とに注意が必要である。 
さらに、著作権法 第 17条によれば、 
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（著作者の権利）  
第十七条  著作者は、次条第一項、第十九条第一項及び第二十条第一項
に規定する権利（以下「著作者人格権」という。）並びに第二十一条か
ら第二十八条までに規定する権利（以下「著作権」という。）を享有す
る。  
２  著作者人格権及び著作権の享有には、いかなる方式の履行をも要し
ない。 
（著作権法 第 17条） 
 
となっており、著作者の権利として「著作人格権」と「著作権」があり、さまざまな面か
ら保護されている。著作権に関する議論は、本論の趣旨から外れるので、これ以上の議論
はやめておく。著作権について、より詳しい内容は、さまざまなホームページ
3 
  でも説明が
されているので、それらを参考にされたい。 
このように、すべての著作物は、著作権法により保護されており、著作者に許諾を得ず
に無断で利用できなくなっている。しかしながら、著作権法 第 30条によれば、 
 
（私的使用のための複製）  
第三十条  著作権の目的となつている著作物（以下この款において単に
「著作物」という。）は、個人的に又は家庭内その他これに準ずる限ら
れた範囲内において使用すること（以下「私的使用」という。）を目的
とするときは、次に掲げる場合を除き、その使用する者が複製するこ
とができる。 
   （以下略） 
（著作権法 第 30条） 
 
となっており、私的使用のためにおいては、一部例外を除き、自由に著作物を利用（コピ
ー）することができる。さらに、著作権法 第 30条から第 47条までにおいて、さまざま
な面からの許諾を必要としない著作物の利用について示されている。特に、著作権法 第
35条（学校その他の教育機関における複製等）は、本論文における考察の主眼であるので
次章で詳しく考察することとする。 
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また、IT を活用した教育においては、インターネット技術を利用する場合が多いので、
複製に関する議論以外にも、「公衆送信権」および「送信可能化権」について考慮する必要
がある。 
「公衆送信権」とは、無断で公衆
4 
  に送信されない権利であり、著作権法 第 23条によ
れば、 
 
（公衆送信権等） 
第二十三条  著作者は、その著作物について、公衆送信（自動公衆送信
の場合にあつては、送信可能化を含む。）を行う権利を専有する。  
２  著作者は、公衆送信されるその著作物を受信装置を用いて公に伝達
する権利を専有する。 
（著作権法 第 23条） 
 
となっており、公衆送信の具体例としては、 
・テレビやラジオなどの「放送」や「有線放送」 
・インターネットのホームページなどの「自動公衆送信」 
がある。ここで、「自動公衆送信」では、サーバーなどへあらかじめデータを保存する必要
があり、この保存する行為を「送信可能化」という。 
「送信可能化権」とは、無断で送信可能化されない権利であり、著作権法 第 92 条 2
項、第 96条 2項、第 99条 2項、第 100条 4項において規定されている。 
著作権法では、例外事項として第 30条から第 47条までに、許諾を必要とせずに著作物
を複製することが認められている。しかし、著作物を複製したものをインターネットのホ
ームページなどで利用する場合、「公衆送信権」や「送信可能化権」により、例外事項とは
みなされないため、著作者に許諾を得る必要がある。 
 
 
３．学校教育における著作権 
 
教育機関においての著作権の利用は、いくつかの例外が認められている。 
著作権法 第 35条によれば、 
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（学校その他の教育機関における複製等）  
第三十五条  学校その他の教育機関（営利を目的として設置されている
ものを除く。）において教育を担任する者及び授業を受ける者は、その
授業の過程における使用に供することを目的とする場合には、必要と
認められる限度において、公表された著作物を複製することができる。
ただし、当該著作物の種類及び用途並びにその複製の部数及び態様に
照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りで
ない。  
２  公表された著作物については、前項の教育機関における授業の過程
において、当該授業を直接受ける者に対して当該著作物をその原作品
若しくは複製物を提供し、若しくは提示して利用する場合又は当該著
作物を第三十八条第一項の規定により上演し、演奏し、上映し、若し
くは口述して利用する場合には、当該授業が行われる場所以外の場所
において当該授業を同時に受ける者に対して公衆送信（自動公衆送信
の場合にあつては、送信可能化を含む。）を行うことができる。ただし、
当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権
者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。 
（著作権法 第 35条） 
 
となっており、ある程度の制限があるが、教育機関においては自由に著作物を利用（コピ
ー）することができる。 
ここで、問題となるのは、この第 35条の解釈に方法によっては、教育現場においては何
をやっても許されると考えている教育関係者が存在するということである。著作物を正し
く利用するためには、これらの誤りを正す必要がある。文化庁著作権課発行の「学校にお
ける教育活動と著作権
5 
  」では、 
 
教員及び児童・生徒が、授業の教材として使うために他人の作品をコピ
ーし配布する場合（第 35条第 1項） 
著作権者の了解なしに利用できるための条件 
①営利を目的としない教育機関であること 
埼玉女子短期大学研究紀要 第 18号 2007.03 
 －142－
②授業を担当する教員やその授業などを受ける児童・生徒がコピーする
こと 
③本人（教員又は児童・生徒）の授業で使用すること 
④コピーは、授業で必要な限度内の部数であること 
⑤既に公表された著作物であること 
⑥その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に
害しないこと 
⑦原則として著作物の題名、著作者名などの「出所の明示」をすること 
（「学校における教育活動と著作権」より） 
 
となっており、これらの条件をすべて満たせば、自由に著作物を利用できると考えてよい。
この中では、「パソコン用ソフトウェアなどをライセンスの数を超えての利用」や「問題集
などのコピー」は、条件を満たしていないとされている。この点については、「ライセンス
の数の範囲内」、「オリジナルの問題集を作成する」などの対応により上記条件を満たすこ
とができる。 
また、平成 15年 6月に追加された第 35条 2項に関しては、 
 
「主会場」で行われている授業で教材として使われた他人の作品等を遠
隔地にある「副会場」に向け、同時中継する場合（第 35条第 2項） 
著作権者の了解なしに利用できるための条件 
①営利を目的としない教育機関であること 
②「主会場」と「副会場」がある授業態であること 
③送信は「授業を受ける者」のみへの送信であること 
④「主会場」から「副会場」に対し行われる送信は、「同時中継」である
こと 
⑤「主会場」において、配布、掲示、上演、演奏、上映、口述（講演、
朗読など）されている教材であること 
⑥既に公表された著作物であること 
⑦その著作物の種類や用途、送信の形態などから判断して、著作権者の
利益を不当に害しないこと 
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⑧原則として著作物の題名、著作者名などの「出所の明示」をすること 
（「学校における教育活動と著作権」より） 
 
となっており、これらの条件をすべて満たせば、自由に著作物を遠隔地へ送信できると考
えてよい。この中では、「録音・録画したものを後日送信する」、「不特定多数の誰でも受信
できる」や「スタジオからの送信」は、条件を満たしていないとされている。この点につ
いては、ITを活用した教育における一番の障害となっており、解決できていない部分が多
数ある。 
また、岡本薫著「誰でも分かる著作権
6 
  」においては、教育関係の例外として、16 項目
にわたり具体例を挙げて説明がなされている。 
以上は、著作物を利用する側としての「著作権法 第 35条」の解釈となっているが、著
作権法第 35条ガイドライン協議会発行の「学校その他の教育機関における著作物の複製に
関する著作権法第 35 条ガイドライン7   」は、著作権者側からの解釈である。この中では、
具体例をあげて、著作物利用の許諾が必要な場合と必要でない場合が示されている。この
具体例に関して、いろいろな議論がされているが、おおむね受け入れられるものである。
しかし、1箇所だけ以下に示す事項が意見の分かれるところがある。 
 
以下の事例は、著作権者等の利益を不当に害すると考えられる。 
（途中略） 
②複製の部数と態様 
原則として、部数は通常の 1 クラスの人数と担任する者の和を限度
とする（小中高校及びこれに準ずる学校教育機関以外の場合、1 クラ
スの人数は概ね 50名程度を目安とする）。 
a 大部数の複製等、多数の学習者による使用 
例 3-1 大学等の大教室での利用 
例 3-2 複数の学級で利用することで結果的に大部数の複製となる場合
（社会教育等で、同一の著作物を繰り返して利用する場合を含む） 
（以下略） 
（ガイドライン 3ページ、「著作権者の利益を不当に害する」事項より） 
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となっており、50 名を超えるような授業においては、著作物を利用（コピー）するには、
著作者の許諾が必要とされている。実際問題として許諾を得ることは難しく、必然的に著
作物の利用（コピー）はできないこととなる。大学等の授業においては、50名を超えるよ
うな授業がほとんどであり、これらの授業では著作物の利用（コピー）は不可能と考えざ
るを得ない。この点に関して、著作権者側と利用者側での早急なる調整が望まれる。 
 
 
４．ITを活用する場合の問題 
 
ITを活用した教育としては、以下に示すような形態を考えることができる。 
 
1) 通常の対面授業において、コンピュータやインターネットなどを利用する教育 
2) 通常の対面授業とは異なり、放送やインターネットなどを利用して遠隔地でリアルタイ
ムに授業を受ける教育 
3) 通常の対面授業とは異なり、コンピュータやインターネットなどを利用して学習者が好
きなときにオンデマンドできる eラーニング教育 
 
これらの場合において、著作権問題をどのように解決すべきかを考察する。 
 
1)の場合 
コンピュータやインターネットを授業内における道具として利用する場合、著作物をサ
ーバーなどに保存したり、インターネットで配信したりしないので、第 35条第 1項をクリ
アすればよい。 
著作物を教室内のサーバーなどに保存し配布することは、授業時間内のみに限り可能で
ある。授業時間後は削除する必要がある。この場合、授業を受ける者以外が保存したデー
タにアクセスできないことが条件である。 
ホームページなどインターネットで著作物を配信することは、授業を受ける者以外の不
特定多数が閲覧できる可能性がある公衆送信と考えられるので許諾を得る必要がある。 
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2)の場合 
遠隔教育の場合、主会場と副会場があり同時中継であれば、第 35条第 2項をクリアすれ
ばよい。ただし、授業を受ける者のみへの送信である。不特定多数の者が受信できる場合
は、条件を満たさなくなり、公衆送信と考えられるので許諾を得る必要がある。 
また、同時中継という条件があるので、ビデオ録画したものや、サーバーなどに保存し
たものを後日送信する場合は、同時中継とはならず、3)の場合と同様に扱う必要がある。 
 
3)の場合 
ITを活用する教育において、今後、もっとも議論されるであろう項目は、「eラーニング
教育」である。この教育の基本的な部分は、学習者が、インターネットやコンピュータを
利用して、リアルタイムではなくオンデマンドで学習するものである。 
現著作権法上、第 35条第 2項によれば、「対面授業を行っている主会場があること」、「同
時中継される送信であること」となっているので、オンデマンドとして利用される e ラー
ニングそのものが、第 35条により、すべての著作物の利用に関して許諾が必要となる。 
このように、今後、主流となるであろう e ラーニングそのものが、著作物の利用に関し
て許諾を得なければならず、大変コストのかかるものであることがわかる。これらを解決
するためには、 
・対面授業を行っている主会場がないスタジオでの著作物の利用が許されること 
・サーバーなどに蓄積してオンデマンド送信可能な著作物の利用が許されること 
といった 2点においての著作権法 第 35条の改正が必要である。 
 
 
５．引用による著作物の利用 
 
上記で述べたように、現状において、ITを活用する教育において、「eラーニング教育」
は、著作物の利用に関して許諾を得る必要がある。しかしながら、著作権法 第 32条（引
用）を適用することにより、全面的とは言えないが、ある程度、著作物の許諾を必要とし
ない利用をすることができるであろう。 
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（引用） 
第三十二条  公表された著作物は、引用して利用することができる。こ
の場合において、その引用は、公正な慣行に合致するものであり、か
つ、報道、批評、研究その他の引用の目的上正当な範囲内で行なわれ
るものでなければならない。 
（以下略） 
（著作権法 第 32条） 
 
となっており、目的上正当な範囲内であれば、著作物は引用して利用することができる。
よって、この「引用」の条件を満たしさえすれば、「eラーニング教育」における「対面授
業を行っている主会場がること」、「同時中継される送信であること」といった著作権法 第
35条第 2項における問題点は、解決することができる。 
前述の「学校における教育活動と著作権」の中では、引用の条件について以下のように
説明がされている。 
 
発表用資料やレポートの中で他人の作品を｢引用｣して利用する場合（第
32条第 1項） 
著作権者の了解なしに利用できるための条件 
①既に公表された著作物であること 
②利用方法が、「公正な慣行」に合致していること（例：自分の考えを補
強するためなど作品を引用する「必然性」があること） 
③利用の目的が、報道、批評、研究などのための「正当な範囲内」であ
ること（例：引用の分量については、引用される部分（他人の作品）が
「従」で、自ら作成する部分が「主」であること） 
④引用部分については、カギ括弧などを付して、明確にすること 
⑤著作物の題名、著作者名などの「出所の明示」をすること 
（「学校における教育活動と著作権」より） 
 
となっており、ここで重要となる条件は、引用するための「必然性」があり、「主従関係」
があることである。「eラーニング」だけではなくすべての教育において、より詳しい説明
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を行うための引用は「必然性」があり、内容的に、「主従関係」が成り立つことは明白であ
る。 
また、一般的な引用にあたっては、どこまで「必然性」があるのか、どのような「主従
関係」があるのかが、議論され問題視されると思われるが、一般的な引用に関する議論は、
本論の趣旨からはずれるので、ここでは取り扱わない。 
 
 
６．eラーニングにおける著作物の扱い 
 
「引用」により著作物の利用を行うことにより、必然性や主従関係といった条件がある
が、著作権に関するさまざまな問題が解決する。しかしながら、「eラーニング」における
引用の扱いについて、忘れてはならない問題点があることに注意する必要がある。 
一般的に、「eラーニング」においては、コンテンツをサーバー等に保存してオンデマン
ドで送信される。そのため、著作権における公衆送信権および送信可能化権が密接にかか
わってくる。 
著作物の公衆送信権および送信可能化権は著作者が持っているため、許諾を得ずに著作
物を公衆送信および送信可能化することはできない。しかしながら、「引用」により著作物
を利用すれば、このような問題も解決できるので、「e ラーニング」においては、「引用」
の扱いが大変重要である。 
ここで考慮しなければならないのは、「著作物を引用して公衆送信（送信可能化）する。」
ことと、「著作物を公衆送信（送信可能化）する。」ことの違いである。引用されている著
作物が引用しているコンテンツ内に同じファイルととして保存されていれば、引用されて
いると扱うことができるが、引用されている著作物が別ファイルとして保存され、引用し
ているコンテンツから参照されている場合は、引用されていると扱うことができない。例
えば、HTMLなどで記述されているホームページの場合、ある著作物である画像データを
引用して利用しようとしても、その画像データは、HTML文章とは別にサーバーに画像デ
ータとして保存されているため、「引用」には当たらない。なぜなら、ブザウザ上では引用
として表示されるかもしれないが、画像データそのものにアクセスして表示することも可
能だからである。 
 
埼玉女子短期大学研究紀要 第 18号 2007.03 
 －148－
７．まとめ 
 
ここまで、ITを活用した教育において、著作権の扱いにおける問題点を「著作権法 第
35条（学校その他の教育機関における複製等）」を中心として議論してきた。その中では、
今後主流となるであろう「e ラーニング」は、「対面授業」を行わず、「同時中継」ではな
いという授業形態が一般的であるため、著作物利用に関しては許諾を得る必要があると考
えられる。しかしながら、「著作権法 第 32条（引用）」を適用させることにより、すべて
の著作物が許諾を得る必要がなく利用できることがわかった。ただし、オンデマンド配信
における送信可能化・公衆送信に関しては、著作物を適切に｢引用｣しなければならないこ
とに注意が必要である。 
最後に、本論文の考察の中心となっている著作権法 第 35条は、平成 15年 6月 18日
法律第 85号により改正・追加がされている。また、さらなる改正・追加に関していろいろ
と議論されているが、今後、IT環境の急激な変化が予想されるため、早急な改正・追加が
必要であろう。 
 
〈注〉 
１ 著作権に関する議論は、以下を中心に参考にして行った。 
・ 文化庁 平成 18年度著作権テキスト 
http://www.bunka.go.jp/1tyosaku/frame.asp{0fl=list&id=1000002923&clc=1000000081{9.html 
・ メディア教育開発センター 教育著作権セミナーⅠ「教育におけるメディア活用と著作権」 
２ 著作権法については、「電子政府の総合窓口（http://www.e-gov.go.jp/）」より、引用した。 
３ ヤフーで「著作権とは？」を検索すると、約 86,200,000件のヒットがあった。これらの中で、 
・ はじめての著作権講座「著作権って何?」 http://www.cric.or.jp/qa/hajime/hajime.html 
・ 楽しく学ぼう著作権 http://www.kidscric.com/ 
などがわかりやすい。 
４ 「公衆」とは、「不特定の人」または「特定多数の人」を意味する。相手が「ひとりの人」であって
も、「誰でも対象となる」ような場合は、「不特定の人」にあたるので、公衆となる。（平成 18年度著作
権テキスト、20ページ） 
５ 「学 校 に お け る 教 育 活 動 と 著 作 権 （ 文 化 庁 著 作 権 課 
http://www.bunka.go.jp/1tyosaku/kyouiku/pamphlet/pdf/gakkou_chosakuken.pdf）」では、具体例を
あげて教育現場での著作物の利用に関する説明がされている。 
６ 「誰でも分かる著作権」岡本薫、全日本社会教育連合会、pp146-159 
７ 「学校その他の教育機関における著作物の複製に関する著作権法第 35 条ガイドライン（著作権法第
ITを利用した教育と著作権 
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35条ガイドライン協議会、平成 16年 3月）」 社団法人 日本書籍出版協会（http://www.jbpa.or.jp/）
など協議会メンバーのホームページに pdfファイルが掲載されている。 
 
